
�愛媛県告示第７９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７９９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年６月２１日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

�愛媛県告示第８００号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２３年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７９７号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は起

業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２３年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２３年６月２１日から７月４日まで
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告 示

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西条久万線 西条市黒瀬字向乙２０２番２０ 平成２３年６月２１日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２３中局建（開）第１０号

平成２３年６月１３日
伊予郡松前町大字神崎字石手地９６８番５

伊予市灘町１６番地２３

山陽ハイツ三番館５０２号

白 石 心 判

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般・特－２２）第４５７１号 平成２２年
１０月１２日 （有）南予花木園 岡原 洲宏 南宇和郡愛南町増田５３２２ 平成２３年

５月２５日

土木工事業
石工事業
造園工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－２０）第１２１８９号 平成２０年
７月３日 （有）山口建設 松下 剛 北宇和郡松野町大字延野

１々２６４
平成２３年
５月３０日 建築工事業 建設業の廃止

（一部）

毎週（火・金）曜日発行 第２２７７号 平成２３年６月２１日

平成２３年６月２１日火曜日 第２２７７号
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�公表第１９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２３年６月２１日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

�������
�公表第２０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２３年６月２１日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

監 査 公 表

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

広 報 広 聴 課 平成２２年９月２日

（監査の結果）

県民生活に関する世論調査及び愛媛県政に関する世論調査について、

複数年度にわたり集計結果に誤りがあったため、本調査の重要性を

認識し、再発防止策を検討し、適切な処理に万全を期されたい。

（措置の内容）

従来当課で行ってきた集計業務におけるミス発生を防止するため、

平成２２年度調査から集計業務を専門業者に委託するとともに、引き続

き当課で行う報告書作成業務について、担当者の作業手順や留意事項

のほか、担当係長・課長補佐の段階で行うべきチェック事項を記載し

た作業マニュアルを作成し、平成２３年度調査から運用することとした。

２０年度 ０ ３２，３５８，９９８ ３２，３５８，９９８

差引増減 ０ △１００，０００ △１００，０００

（施設共同化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９

２０年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９

差引増減 ０ ０ ０

２ 中小企業振興資金特別会計における違約金（貸付金償還金に伴うも

の。）について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１３年度 １者 １８，２３０

（措置の内容）

１ 高度化資金貸付金償還金については、貸付先の業況が低調であった

ことから平成２２年度は回収できず、収入未済額は１，０６３，８４６千円となっ

ている。引き続き貸付先の経営状況を把握して、分割納入指導により

回収に努めるほか、連帯保証人の状況把握に努めているところであり、

今後とも関係機関である独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下

「中小機構」という。）と連携協力して適正な債権管理に努めたい。

繊維工業構造改善資金貸付金償還金については、平成２１年度末の収

入未済額は３組合２０８，４１３，６７９円であったが、平成２２年度には、この

うち１８８，５４９円を回収している。今後とも貸付主体の中小機構と協調

しながら債権管理に努めたい。

設備近代化資金貸付金償還金については、平成２１年度末の収入未済

額は７企業３２，２５８，９９８円であったが、分割納付等により徴収等に努め

た結果、平成２２年度には、５００，０００円を回収している。今後とも各地

方局と連携を図りながら債権管理に努めたい。

施設共同化資金貸付金償還金については、貸付先の組合は既に解散

しており、貸付主体の中小機構が平成１５年度に担保物件の処分を行い

一部回収（３３２，１６５円）したが、その後回収できず９，３２２，７７９円は残っ

たままとなっている。今後とも貸付主体の中小機構と協調しながら債

権管理に努めたい。

２ 設備近代化資金貸付金の償還延長による延滞金（平成２１年度末１８，２３０

円）については、貸付先が経営不振により倒産し延滞となったもので

あるが、地方局と連携を図りながら、債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

経 営 支 援 課 平成２２年８月１７日

（監査の結果）

１ 中小企業振興資金特別会計における高度化資金貸付金償還金、繊維

工業構造改善資金貸付金償還金、設備近代化資金貸付金償還金及び

施設共同化資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に、引き

続き努められたい。

（高度化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ １，０６３，８４６，０００ １，０６３，８４６，０００

２０年度 ０ １，０７３，８４６，０００ １，０７３，８４６，０００

差引増減 ０ △１０，０００，０００ △１０，０００，０００

（繊維工業構造改善資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ ２０８，４１３，６７９ ２０８，４１３，６７９

２０年度 ０ ２２１，４９２，９９９ ２２１，４９２，９９９

差引増減 ０ △１３，０７９，３２０ △１３，０７９，３２０

（設備近代化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ０ ３２，２５８，９９８ ３２，２５８，９９８

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 児 童 相 談 所 平成２２年４月１３日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

愛 媛 県 報平成２３年６月２１日 第２２７７号

５５４
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�公表第２１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２３年６月２１日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２１年度 ８４５，０１０ ４，６０２，２３０ ５，４４７，２４０
平成２１年１２月
３１日現在（対
前年度比）

２０年度 ８６８，０２０ ５，４４６，９８０ ６，３１５，０００

差引増減 △２３，０１０ △８４４，７５０ △８６７，７６０

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措

置の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努め

た。

また、滞納となったものについては、督促状、１１月には催告書を送

付するとともに、徴収会議を四半期毎に開催し、未納者の状況把握

と徴収可能な債務者の選別を実施、訪問又は電話による重点的な納

入催告に努めた。

その結果、平成２２年度に繰越した未収金４，７９３，７３０円の内、平成２２

年１２月末現在１０７，８８０円を収納した。

今後とも、負担金の適期収入に留意するとともに、滞納繰越分につ

いては、保護者との連絡を密にし、効果的な督促に努め、収入の確

保に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２１年１２月３１
日現在

平成２２年度への
繰越額（平成２１
年度末現在）

平成２２年１２月３１
日現在

平成２１年度分 ８４５，０１０ ７４１，８４０ ６９４，０２０

滞納繰越分 ４，６０２，２３０ ４，０５１，８９０ ３，０２１，７３０

計 � ５，４４７，２４０ ４，７９３，７３０ ３，７１５，７５０

平成２２年度分� ― ― ９７９，１９０

合計（�＋�） ５，４４７，２４０ ４，７９３，７３０ ４，６９４，９４０

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公 営 企 業 管 理 局

総 務 課 平成２２年６月２３日

発 電 工 水 課 〃

県 立 病 院 課 〃

銅 山 川 発 電 所 平成２２年６月２２日

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 平成２２年５月３１日

今治地区工業用水道管理事務所 〃

西条地区工業用水道管理事務所 平成２２年６月２２日

中 央 病 院 平成２２年６月２３日

今 治 病 院 平成２２年５月３１日

南 宇 和 病 院 〃

新 居 浜 病 院 平成２２年６月２２日

（監査の結果）

１ 工業用水道事業

� 今治地区工業用水道事業については、給水能力に見合う契約給水

量の確保により経営成績自体は安定しているものの、実績給水量の

減少傾向が続いていることから、給水契約の維持や新規需要の開拓

など、事業の安定を持続させるための取組が望まれる。

西条地区工業用水道事業については、今後は収入に見合った経営

がなされるものと期待しているが、長期借入金及び企業債をあわせ

ると２３６億円余の借入残高があるなど、依然として厳しい財政状態

にあることから、引き続き企業立地の促進等による新規需要の開拓

等に努力を払われたい。

附帯事業（土地造成事業）については、当年度は県内企業１社に

約１，９００㎡を売却したが、今後とも未処分地約１１万８千㎡の早期売

却等に努められたい。

� 営業未収金（納期到来分）について、早期回収に引き続き努めら

れたい。

（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

西条地区工業用水道
給水料金 ５，１３５，８２０ ０ ５，１３５，８２０

今治地区工業用水道
給水料金 １，６１３，１７８ ０ １，６１３，１７８

計 ６，７４８，９９８ ０ ６，７４８，９９８

� 営業外未収金（納期到来分）について、早期回収に引き続き努め

られたい。

（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

西条地区工業用水道
超過料金 ２２４，０６４ ０ ２２４，０６４

西条地区工業用水道
壬生川幹線工事負担
金

１，３８８，８５２ ０ １，３８８，８５２

計 １，６１２，９１６ ０ １，６１２，９１６

� 附帯事業未収金について、早期回収に、より一層努められたい。

（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

造成土地売却等に伴
う割賦代金・割賦利
息

４，００３，４２７ ２，５４１，５７８ ６，５４５，００５

２ 病院事業

� 経営成績については、医業損失は前年度より５億４，６８２万円減の

３８億９，４７７万円、経常損失は前年度より２億３，６５４万円減の１１億７，７０８

万円となったものの、三島病院譲渡に伴う特別損失１９億７，０００万円

を計上したことにより、純損失は前年度より１６億５，２８４万円悪化し、

３０億６，６４５万円となっている。

また、累積欠損金も前年度の２００億４２７万円から、当年度末には２３０

億７，０７２万円に増加しており、長期借入金及び企業債の借入残高２８３

億円余とあわせ非常に厳しい財政状態となっている。

病院事業を取り巻く環境は、医師不足などを背景に厳しさを増し

ているものと思われるが、今後は中央・今治・南宇和・新居浜の４

病院が地域の中核病院として県民医療の確保を図りながら、一層の

経営健全化に取り組むことを期待する。

� 個人医業未収金（納期到来分）について、早期回収に、より一層

努められたい。
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（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 ２２７，７３３，６８１ ６１，４８６，４６６ ２８９，２２０，１４７

今治病院 ５４，７３２，８６７ １７，１８７，２６４ ７１，９２０，１３１

南宇和病院 ３１，５３８，７５３ ９，６０７，６４０ ４１，１４６，３９３

新居浜病院 ４２，３０６，４５６ １４，５４７，９９６ ５６，８５４，４５２

計 ３５６，３１１，７５７ １０２，８２９，３６６ ４５９，１４１，１２３

� 医業外未収金（納期到来分）について、早期回収に、より一層努

められたい。

（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 １，０３０，９８２ １，３３３，８１３ ２，３６４，７９５

今治病院 １４１，５８０ ５２，６８０ １９４，２６０

南宇和病院 １１０，５９０ ２４，３８０ １３４，９７０

新居浜病院 １９９，８９０ ３３，５２０ ２３３，４１０

計 １，４８３，０４２ １，４４４，３９３ ２，９２７，４３５

� 廃止された三島病院に係る個人医業未収金（納期到来分）及び医

業外未収金（納期到来分）について、県立病院課において適切に債

権管理を行うとともに、早期回収に努力が望まれる。

（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 備 考

個人医業未収金 ２４，８６２，９４３

医業外未収金 ２７３，７１０

計 ２５，１３６，６５３

� 廃止された北宇和病院に係る個人医業未収金及び医業外未収金に

ついて、早期回収に引き続き努められたい。

（平成２２年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 備 考

個人医業未収金 ６，９９８，７７０

医業外未収金 ８９７，４５３

計 ７，８９６，２２３

� 県立病院看護職員修学奨励金返納金に係る未収金について、早期

回収に引き続き努められたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１３年度及び１４年度 １者 ３５２，０００

� 警備業務委託契約（旧三島病院執行分）について、指名競争入札、

再度の入札及び随意契約を実施したが、予定価格の制限の範囲内の

価格での入札等がなかったところ、予定価格を変更する合理的な理

由がないにもかかわらず、これを変更して新たな指名競争入札を実

施していた。

（措置の内容）

１ 工業用水道事業

� 今治地区工業用水道事業については、主要な施設を共有している

今治市と、上水道事業との連携による経営改善方策について協議を

行うとともに、あらゆる角度から経営改善に積極的に取り組むこと

としている。

西条地区工業用水道事業については、経営基盤の安定化を図るた

め、「西条地区工業用水売水促進班」の活動を通じ、引き続き工業

用水の需要拡大に努めているところである。

附帯事業（土地造成事業）については、新たな企業立地は実現し

なかったが、ＰＲ用の名刺台紙４，０００枚を作成し関係職員が活用し

たほか、多数の会員企業を有する団体の機関紙に紹介記事を掲載す

るなどによりＰＲに努めており、平成２３年度においても、引き続き

未処分地の早期売却等に取り組みたい。

	 西条地区工業用水道事業の給水料金未収金（納期到来分平成２１年

度末現在５，１３５，８２０円）については、滞納企業３社のうち２社は既

に倒産のため納入指導が困難な状況であり、残る１社からは「支払

計画書」を徴し、訪問や電話などによる納入指導を実施し回収に努

めているが、タオル業界の景気悪化等により全額の回収には至って

おらず、今後も納入指導を継続する。

今治地区工業用水道事業の給水料金未収金（納期到来分平成２１年

度末現在１，６１３，１７８円）については、料金徴収事務を委託している

今治市との間で具体的な方策を見いだすことができず、未収金の回

収には至っていない。

今後とも、工業用水道料金の適期収入に留意するとともに、未収

金の早期回収に努めたい。

（平成２３年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２２年３月
３１日現在の未
収金

西条地区工
業用水道給
水料金

５，１３５，８２０ ０ ５，１３５，８２０ ５，１３５，８２０

今治地区工
業用水道給
水料金

１，６１３，１７８ ０ １，６１３，１７８ １，６１３，１７８

計 ６，７４８，９９８ ０ ６，７４８，９９８ ６，７４８，９９８

� 西条地区工業用水道事業の超過料金（納期到来分平成２１年度末現

在２２４，０６４円）及び壬生川幹線工事負担金（納期到来分平成２１年度

末現在１，３８８，８５２円）については、滞納企業が既に倒産しており、

会社名義の資産も確認できないことから、未収金の回収は困難な状

況である。

今後は、工業用水道事業の超過料金や工事負担金の適期収入に留

意し、未収金の発生防止に努めたい。

（平成２３年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２２年３月
３１日現在の未
収金

西条地区工
業用水道超
過料金

２２４，０６４ ０ ２２４，０６４ ２２４，０６４

西条地区工
業用水道壬
生川幹線工
事負担金

１，３８８，８５２ ０ １，３８８，８５２ １，３８８，８５２

計 １，６１２，９１６ ０ １，６１２，９１６ １，６１２，９１６

� 造成土地売却等に伴う割賦代金・割賦利息（納期到来分平成２１年

度末現在６，５４５，００５円）は、年賦契約により東予インダストリアル

パークを取得し立地した企業に関するものであるが、同社が実質的

に休眠状態となったことなどにより未収金の回収が困難となったこ

とから、平成２２年度中に土地売買契約を解除したため、平成２２年度

末の未収金はなくなった。

（平成２３年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２２年３月
３１日現在の未
収金

造成土地売
却等に伴う
割賦代金・
割賦利息

０ ０ ０ ６，５４５，００５

２ 病院事業

� 三島病院の公立学校共済組合への譲渡（平成２２年４月１日）をは

じめ、収入増加策として、中央病院への７：１看護体制の導入、平

成２２年度診療報酬改定に伴う加算の有無の確認、本局職員等による
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�愛媛県人事委員会告示第２号
平成２３年職種別民間給与実態調査を次のとおり実施するので、愛

媛県統計調査条例（平成２０年愛媛県条例第６８号）第３条第２項の規

定により告示する。

平成２３年６月２１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

１ 調査の目的

地方公務員の給与を民間の従業員の給与と比較検討するための

基礎資料の作成

２ 調査対象の範囲

県内の企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人以上の事業所

３ 報告を求める事項

� 事業所に関すること。

� 給与制度に関すること。

� 従業員の給与に関すること。

� 採用に関すること。

� その他勤務条件に関すること。

４ 報告を求める事項の基準となる期日

平成２３年４月分の最終給与締切日

５ 報告を求める者

２に該当する事業所のうち無作為に抽出されたもの

６ 報告を求めるために用いる方法

実地調査

７ 報告を求める期間

平成２３年６月２４日（金）から同年８月１０日（水）まで

�正 誤

平成２３年６月７日付け第２２７３号目次中

レセプト点検の実施等、費用削減策として、計画的な医療機器の整

備（耐用年数の１．５倍からさらに１～２年延長して使用）等を行っ

ている。

今後とも、第３次県立病院財政健全化計画（平成２１～２５年度）の

①経営基盤の強化、②高度で良質な医療の強化、③人材の育成・確

保、④患者サービスの向上の４つの基本目標を基に、本局職員と病

院職員とが一体となって経営健全化に取り組んでいきたい。

� 平成２１年度は、「愛媛県病院事業未収金取扱要領」に基づく未収

金発生時の早期督促、本局と病院事務局職員による共同臨戸訪問、

内容証明・配達証明郵便による催告の実施に加えて、簡易裁判所に

支払督促の申立てを行うなど、未収金の回収強化を図ったところで

ある。

また、平成２１年度からは、所在不明となった納入義務者の所在把

握に住民基本台帳ネットワークシステムを利用することにより、早

期の対応と事務の効率化を図っている。

今後とも、支払又は支払計画の提示がない未納者に対しては、法

的措置も視野に入れ、未収金の早期回収に一層努力したい。

（平成２３年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２２年３月
３１日現在の未
収金

中央病院 ２５８，６４３，６４２ ７７，１８２，５９２ ３３５，８２６，２３４ ２８９，２２０，１４７

今治病院 ５５，９０６，８０９ １７，５３５，０６５ ７３，４４１，８７４ ７１，９２０，１３１

南宇和病院 ３３，９１９，６１３ ８，３９１，５３０ ４２，３１１，１４３ ４１，１４６，３９３

新居浜病院 ４４，１４２，２０４ ２１，２７０，００１ ６５，４１２，２０５ ５６，８５４，４５２

計 ３９２，６１２，２６８ １２４，３７９，１８８ ５１６，９９１，４５６ ４５９，１４１，１２３

� 医業外未収金についても、個人医業未収金と同様に、前記未収金

取扱要領に基づき、未収金の発生防止及び回収強化を図っていると

ころであり、今後とも、未収金の発生防止と早期回収に一層努力し

たい。

（平成２３年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２２年３月
３１日現在の未
収金

中央病院 １，１３７，６９２ １，８５４，９３０ ２，９９２，６２２ ２，３６４，７９５

今治病院 １３６，４６０ ９５，７５３ ２３２，２１３ １９４，２６０

南宇和病院 １２４，４３０ ４１，８００ １６６，２３０ １３４，９７０

新居浜病院 １９５，７９０ ４６，２４８ ２４２，０３８ ２３３，４１０

計 １，５９４，３７２ ２，０３８，７３１ ３，６３３，１０３ ２，９２７，４３５

� 廃止された三島病院に係る個人医業未収金及び医業外未収金につ

いては、県立病院課職員（新居浜病院兼務職員）が旧三島病院から

新居浜病院へ移設した医事システム等のデータ確認及び整理等を行

い、臨戸訪問を実施し、速やかな回収に努めている。

平成２３年度においても、臨戸訪問等により、未収金の早期回収に

努力したい。

（平成２３年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 平成２２年３月３１日
現在の未収金

個人医業未収金 ２１，８２２，１９５ ２４，８６２，９４３

医業外未収金 ７０，０７０ ２７３，７１０

計 ２１，８９２，２６５ ２５，１３６，６５３

� 廃止された北宇和病院に係る個人医業未収金及び医業外未収金に

ついては、県立病院課職員が臨戸訪問、電話督促により、速やかな

回収に努めている。

平成２３年度においても、臨戸訪問等により、未収金の早期回収に

努力したい。

（平成２３年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 平成２２年３月３１日
現在の未収金

個人医業未収金 ６，８５８，７３０ ６，９９８，７７０

医業外未収金 ８９７，４５３ ８９７，４５３

計 ７，７５６，１８３ ７，８９６，２２３

� 県立病院看護職員修学奨励金の返納金に係る未収金については、

県立病院課職員の電話督促等により、平成２２年度には１１０千円を回

収しており、引き続き速やかな回収に努めている。

（平成２３年３月３１日現在 単位：円）

調定年度 未収金 平成２２年３月３１日
現在の未収金

１４年度 ２４２，０００ ３５２，０００

	 今後は、入札の執行について病院の確認を強化するとともに、実

務担当者会においても、入札・契約事務の適正な執行について周知

徹底しており、引き続き事務の適正処理に努めたい。

人事委員会告示

正 誤

ページ 箇 所 誤 正

５３１ 左段上から４
行目 適正試験等 適性試験等
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